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1. 研究背景と目的 
 近年の産業構造の変革以降、都市機能の溢れ出

し、経済活動、市民生活の向上などの理由で臨海

部の開発が進むなか、モータリゼーションの進展 1)

と相まって、ショッピングセンター(以下 SC)が臨
海部にも数多く立地した。こうした背景の中、

2000 年 6 月から施行された大規模小売店舗立地法
(立地法)による店舗面積の拡大は、広大な敷地の確
保できる臨海部には適していた。そのため、臨海

部での SC 立地を増加に拍車をかけた。SC 立地に
伴い面積を決める際、立地場所の用途地域による

影響が大きく、新しい埋立地は準工業地域が増加

している傾向がみられるなか 2)
、SCの立地動向との

用途地域の関係性が注目される。 
本研究では、海岸線からの距離をもとに SC 面積

Ⅰ)、開設店舗数、駐車場の駐車台数、用途地域によ

る経年的な変化を分析し、経済的背景(Fig.2)を踏ま
え、SCの立地動向を考察するものである。 
2. 既往研究と本研究の位置付 

酒井らは都市の中心部に焦点を合わせ、SC の面
積別に立地法施行以前と以後で SC の立地動向を比
較した 3)

。また、永冨らは準工業地域の容積充足率、

ガワ-アン構造より、臨海部における主要幹線道路
に隣接する準工業地域は、大規模小売店舗立地す

る可能性が高いことを指摘している 4) 5)。本研究で

は、東京湾臨海部に立地する SC をケーススタディ
とし、SCの立地動向の詳細の比較分析を行った。 

 

Fig.1東京/神奈川/千葉における SC面積と開設店舗数の関係 
Fig.2 SCに関する法律と日本の経済 

 
 

Fig.3 海岸線からの距離と SC立地、面積の関係 



3. 研究方法 

3-1.研究対象領域 

研究対象領域として、東京湾臨海部を取り上げる。

京浜工業地帯と京葉工業地域を含む神奈川県横浜

市八景島付近から千葉県市原市まで、海岸線奥行

き方向には海岸線から 6km とする。更に東京湾沿

岸域を東京地域、神奈川地域、千葉地域に区分し

た。それぞれの特徴が違う立地での比較・検討は、

SC のポテンシャルを詳細に知る上で妥当だと言え
る。なお、海岸線から 6km までを沿岸域とし、海

岸線から 2km までを臨海部と定義 6)し、沿岸域の

空間特性を考慮し分析を行う。 

3-2.使用データ 
 研究対象 SC は、SC 協会Ⅱ)が定めた SC7)のうち、

1965 年～2005 年までに開設した SC218 件を用い
る。用途地域データとして国土地理院発行の数値

地図情報 100m×100mメッシュを使用する。 
3-3.分析方法 
 5、6 章では、GIS を用いて、対象 SC を経年ご
とに地図上にプロットする。 

7 章では、数値地図情報を凡庸ソフトにより、地
図上にプロットした SCでオーバーレイを行う。 

4. SCの現状 

東京都、神奈川県、千葉県に立地し、1956～
2005年までに開設した店舗の SC面積と店舗数をも
って SC の現状として定義した。以下のようにその
考察を示す。(Fig.1) 
旧百貨店法は店舗の開業、新設・増設の許可が

いるものの、はっきりと店舗面積など数値で規制

されていたわけではない。そのため 71-75 年時では
SC 面積は高くなっている。一方、高度経済成長に
伴い開設店舗数は右肩上がりになり、その影響は

大店法施行後も続いたとみられる。またその背景

には、店舗が郊外へ立地場所を変えたことが挙げ

られる。81-85 年時以降大店法の影響を受け、開設

店舗数が減少するなか、バブル期に突入すると、

出店店舗数が再び増加を見せた。96-00 年時では、
89 年 4 月通産省による大店法の緩和の影響を受け、
SC 面積が拡大したと考えられる。2000 年以降長引
く不況の影響を受け SC 面積、開設店舗数ともに低
下したと考察できる。 
5. 経年変化による SC開設数と SC面積の関係 

臨海部に立地する SC の立地動向を考察するため、
ここでは、臨海部、内陸部をもとに地域ごとに SC
の経年的開設店舗数と SC 面積の比較・検証を行う。 
・千葉―開設出店数は、臨海部の方が多く、内陸

部では開設がない時期も目立つ。1981 年に開設し
た Tokyo-bay ららぽーとの SC 面積が大きく、デー
タにバラつきを見せている。76-80 年以降は、臨海
部で SC 面積が一律高まっている。01-05 年が SC
面積の高まりが顕著である。臨海部の開設店舗数

において、76-80 年に入り一回目の増加を見せ、96-
00 年で二回目の増加を見せている。しかし、その
後急激な低下が見て取れる。(Fig.3) (Tab.1) 
・東京―90年前半まで臨海・内陸部ともに SC面積
は低い。その後も内陸部では変化がないが、臨海

部では 96-00 年に SC 面積の拡大が顕著に見られる。
内陸部は、76-80 年時の開設店舗数の増加が顕著に
見てとれる。一律して、東京地域では、千葉・神

奈川に比べ全体的に SC 面積が低いのが特徴的であ
る。90 年代に入り、臨海部では開設店舗数の増加
が顕著である。 
・神奈川―内陸部の SC 面積は、56-60 年時にもっ
とも高く、その後は、すべての年で 56-60 年時を下
回っている。千葉県内陸部同様一律 5 店舗を下回
っている。臨海部では、71-75 から 76-80 年にかけ
て、店舗数の増加が顕著である。91-95 年時以降
SC 面積は高い数値を保っているものの、96-00 か
ら 01-05 年では臨海・内陸部ともに SC 面積、開設
店舗数の低下が顕著に見られる。

Table1 SC面積(㎡)・開設店舗数・駐車台数 



6. 経年変化による SCの駐車台数の関係 

 車の普及は SC に商圏の拡大という影響をもたら
した。商品特に買回り品を購入するために車での

SC 来店が増えている。そのことを背景に駐車場の
駐車台数から見る SC の立地動向を分析・検討を行
う。(Tab.1) 
・千葉―臨海部では、年代ごとに駐車台数にバラ

つきが見える。01-05 年が高い数値を占めている。
内陸部では、90 年まで低いものの、91 年以降は、
平均して数値が高い。 
・東京―他の地域に比べ、東京は臨海・内陸部と

もに数値が低い。90 年代に入り、臨海部は増加が
顕著に見られる。一方内陸部は依然として、500 台
を下回っている。 
・神奈川―臨海部では 86-90 年以降高い数値ではあ
るが、01-05 年で低い数値になっている。内陸部で
は、500 台を上下しているが、臨海部同様 01-05 年
以降で低い数値になっている。 

7.  用途地域よる SCの立地動向 

 用途地域ごとの SC の立地数と SC 面積から、臨
海部においての SC の立地動向を分析・検討を行う。 
7-1.用途地域と立地 SC数の関係(Tab.2) 
・千葉―臨海部では全年を通して商業地域の割合

が高い。96-00 年では、準工業地域の割合が高く、
全年を通して住宅地域と並んで、商業地域の次に

高い割合を示している。内陸部では住宅地域に割

合が高い。工業地域にも SCの立地が存在する。 
・東京―臨海・内陸部ともに商業地域に立地する

割合が高く、次いで住宅地域に立地する傾向が高

い。降臨海部では 96-00 年に準工業地域の割合が著
しく高く、それ以降も準工業地域の割合が高い。

また他の地域と違い市街化調整区域にも SC の立地
がみられる。内陸部では他の地域と比べ商業地域

の割合が著しく高い。 
・神奈川―臨海・内陸部ともに商業地域の割合が

高く、他の地域に比べて、住宅地域が低いのが特

徴である。96-00 年では、臨海部では工業地域の割
合が高い。 
7-2.用途地域と SC面積の関係(Tab.3) 
・千葉―臨海・内陸部ともに工業系地域の面積が

大きい傾向にある。臨海部は平均的に商業地域の

面積が大きい。面積の最も高い SC は、臨海部では
近隣商業地域に立地しており、次いで工業地域で

ある。内陸部では商業地域であり、次いで工業地

域である。 
・東京―商業地域に立地する SC の面積が大きいが、
臨海部では他の地域くらべ、年ごとにバラつきが

みられる一方で、内陸部では、一律して高い。面

積の最も高い SCは、臨海部では商業用地に立地し 
ており、次いで準工業地域に立地している。内陸 

Table2 用途地域と立地 SC数の関係 

Table3 用途地域と SC面積の関係 

Fig.4 一人あたりの車の保有量と交通量 

部では、近隣商業地域であり、次いで商業地域で

ある。 
・神奈川―臨海・内陸部ともに商業地域の面積が

大きい。臨海部において工業地域に立地する SC の
面積は低くはないが、商業地域に立地する SC の面
積の方が著しく高い。面積の最も高い SC は、臨海
部では、商業地域であり、内陸部では、準工業地

域、次いで商業地域である。 



 

8. 考察 

・千葉―昭和 30 年代、京葉工業地域造成計画が立
案されると、千葉県臨海部では工業地としての需

要が高まった。そのため、高度経済成長期の終わ

る 70年前半まで、SCの需要が低かったと考えられ
る。その後、工業開発によって人口は増え、70 年
後半から東京ディズニーランドやスキードームザ

ウスなどのアメニティ施設が開発 8)されるようにな

ってきた。それにともない、SC も 70 年後半から
SC 面積・出店店舗数が増加したと考えられる。90
年前半に弾けたバブルにより 90 年後半は、臨海・
内陸部ともに SC 面積が縮小したとみてとれる。そ
の後の立地法の施行により、臨海・内陸部ともに

再び SC面積の拡大が見てとれる。90年以降の車の
重要率の高まりは、臨海・内陸部ともに駐車台数

を高める要因になっていると考えられる。(Fig.4)ま
た、01-05 年の SC 面積の拡大に伴い駐車台数の増
加に繋がっている。一方で、高度経済成長期に立

地された工場跡地への SC 開発が 86-90 年以降進め
られたと考えられる。 
・東京―50年代後半には臨海部にすでに SCがあり、
他の地域に比べ出店数は多い、しかしその時点で

は、内陸部に比べ面積は小さく需要は低い。80 年
代に入り、国際化・情報化の進展は、東京への人

口・産業の一点集中を招き深刻な問題となった。

そのため、臨海部を 7 番目の都市とする「第二次
東京都長期計画」に基づき幾つかの開発 9)が 80 年
代後半から計画された。このことを背景に、多心

型都市構造への転換を進められると、都市の核と

しての面を持つ SC の開発も進められ、SC 面積及
び店舗数も増加がみられる。また、90 年代に入り、
臨海部での工場の移転は SC に開設店舗数・SC 面
積を増加させた。東京において駐車台数が低い理

由として、鉄道による交通機関の充実と SC 周辺の
パーキングエリアとの提携利用が考えられる。 
・神奈川―古くから貿易が盛んだった神奈川臨海

部は、SC としての重要が 56-60 年時から増加した。
バブル期に入ると臨海部での SC 面積は拡大してい
った。東京の一点集中を防ぐための多角的都市の

考え方は、新しい横浜のウォーターフロントをつ

くり出す「みなとみらい２１計画」や「大さん橋

ふ頭再整備事業」として神奈川臨海部での計画 10)

がすすめられた。このため、90年代に入り SC開発
が進められ、同時に道路整備がおこなわれ駐車場

の増加につながった。ところが、バブルの崩壊に

よる長引く景気の低迷、地価の大幅な下落、オフ

ィス需要の減退などが事業者の進出意欲や地権者

の開発への意欲に深 刻な影響をもたらし、01-05
年の SC開発縮小をもたらしたと考えられる。 
 

9. まとめ 

以上本報告では、SC 面積、開設店舗数、駐車台
数、用途地域の角度から SC の立地動向を把握・検
討し、臨海部と SC 立地の関係を検証した。本稿で
で得られた知見を以下にまとめる。 
Ⅰ.臨海部での SC開発は各地域の臨海部開発に連動
し、開発が行われている。しかし、地域によっ

ては近年の景気低迷の影響を強く受け、開発の

伸び悩むところがある。 
Ⅱ.神奈川、千葉地域において車の需要と SC面積の
高まりに伴い、臨海部での駐車台数が増加して

いる。 
Ⅲ.巨大な敷地を占有していた工場の移転は、SC の
立地場所としては有効であり、臨海部での SC 面
積の拡大の要因の一つとしてとらえることがで

きる。 

［補足］ 

 Ⅰ) 共用通路を含み、SC 内の物品販売業、飲食業、サービス業等す

べての売場に供している面積をいい、同一敷地内にあって SC

来店客が利用可能な公共性の強い諸施設の面積も含む。但し、

ホテル・駐車場・バックヤードは含まない。 

 Ⅱ) (社)日本ショッピングセンター協会:1973年 4月設立 
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